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Ⅰ　問題の所在と目的
我が国で社会的孤立が社会福祉の政策的課題に上っ
たのは「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉
のあり方に関する検討会報告書」（2000）である．そこ
では，社会的援護を必要とする人々に社会福祉の手が
届いておらず，つながりの再構築を目指すことがこれ
からの社会福祉の課題であるとされた．また，「地域に
おける『新たな支え合い』を求めて－住民と行政の協
働による新しい福祉－」（2008）では，公的なサービス
だけでなく地域における身近な生活課題に対応する，
新しい地域での支え合いを進めるための地域福祉のあ
り方が検討された．さらに，2015年９月には厚生労働
省プロジェクトチームによる「誰もが支え合う地域の
構築に向けた福祉サービスの実現－新たな時代に対応
した福祉の提供ビジョン－」（以下，「ビジョン」）が示
され，そこでは，新しい地域包括支援体制を構築し，
分野を問わず包括的に実施することを今後の改革の方
向性とし，「誰もが支え，支えられる社会」を指向して
いる．これらの背景には後藤（2011）が指摘するよう
に社会的孤立が看過できない量の人々に生じているこ
とがある．
こうした状況に対応して，2000年前後から実態把握
や理論的検討，実践の積み重ねが始まっており，その
多くは単身高齢者を中止とした孤立死が顕在化する
高齢者福祉領域で行われてきた（斉藤：2009，染野：
2015，野﨑：2014ほか）．また，地域福祉領域では1991
年に始まった「地域福祉ネットワーク事業（ふれあい
のまちづくり事業）」や「ふれあい・いきいきサロン」，
小地域ネットワーク事業等の地域福祉実践を，2000年
代半ば以降に発展したコミュニティソーシャルワーク
と関連づけた社会的孤立への対応や見守り活動が見ら
れる（田中：2015，井岡：2015）．
高齢者福祉領域や地域福祉領域での社会的孤立への対
応が行われている中にあって，障害者福祉領域では社会
的孤立に関する報告はほとんど見られない．それゆえ，「ビ
ジョン」では難病患者の生活支援や就労支援，障害が疑
われながらも障害者手帳を有していないなど，いわゆる
制度の狭間の問題に限定された言及に留まり，二木が指
摘するように1）「ビジョン」における障害者福祉について
の記述はきわめて弱い．
障害者の生活支援を巡っては，地域社会に十分なサー
ビス種類や量がなく，人々の理解不足等も相まって，
入所施設に生活ニーズへ対応する機能を集中させて集
合的にケアが行われた歴史があり，その後のノーマラ
イゼーション理念の浸透と脱施設化，自立生活（IL）
運動により，入所施設に対峙した形で地域生活支援が
構成されてきた．障害者の自立した生活と地域社会へ
の包容は，2006年に採択された障害者権利条約の第19
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条で「他の者との平等を基礎とした地域社会への包容
と参加」が規定されるように，我が国のみならず国際
的にも今なお障害者政策上の課題の一つである．つま
り，障害者の地域生活は，地域社会における教育・居住・
活動・就労・社会参加等からの排除やそのプロセスと
密接に関係することを意味する．
これからの地域における包括的な支援体制づくりに
ついて「ビジョン」を契機に議論が高まることが予想
され，その際に障害者の社会的孤立とその対応を含め
ることを可能とするための試みが必要であると筆者は
考える．最近になって，ごくわずかではあるものの障
害者の社会的孤立に関する実態把握や，あるいはその
解消に向けた取り組みが見られるようになった．本稿
はこれらを概観することにより，地域で生活する障害
者の社会的孤立の実態と対応の一端を示すことを目的
とし，これにより地域における包括的な支援に障害者
を含めて考えるための基礎的な資料を提供したい．
Ⅱ　先行研究にみる障害者の社会的
孤立とその類型
１．障害者と社会的孤立
高齢者福祉領域や地域福祉領域での社会的孤立への
対応が行われている中にあって，障害者福祉領域では
社会的孤立に関する報告はほとんど見られないもの
の，地域社会における社会的孤立のリスクのある世帯
として障害者世帯が無視されてきたというわけではな
く，むしろ社会的孤立のリスクのある存在として意識
されてきた．例えば，横浜市孤立予防対策検討委員会
報告（2012）（以下，横浜市報告）は，障害者に限らず
地域における孤立について整理を行い，特に孤立死に
陥る危険性が高い世帯として，高齢者がいる世帯，障
害児・者がいる世帯，母子・父子世帯，必要な支援やサー
ビスを受けていない世帯，生活困窮世帯を挙げている．
また田中ら（2015）によるコミュニティソーシャルワー
カーへの質問紙調査からは，その支援対象者は高齢者
を中心とする世帯（74.0%）が最も多いが，次いで障害者・
難病患者のいる世帯（13.7%）が挙げられており，次い
で生活保護・低所得者世帯（6.4%），子どものいる世帯
（1.5%）の順であった．このように，地域において障害
者世帯は社会的孤立のリスクが高い対象として一定の
問題認識が行われていると考えられる．
２．社会的孤立状態にある障害者像の理解
（１）世帯構造
さて，前述のように，地域において障害者世帯は社
会的孤立のリスクが高い対象として一定の問題認識が
行われていながらも，そのうち，具体的にどのような
障害者世帯で社会的孤立が起きるかについては，従来，
十分に明らかにされていなかった．初めて障害者の社
会的孤立に関する全国的な調査研究が行われたのは，
全日本手をつなぐ育成会「知的障害者を含む世帯にお
ける地域生活のハイリスク要因に関する調査」（2013）
（以下，ハイリスク調査）である．ハイリスク調査は，
2012年に札幌市白石区で，姉と知的障害者の妹（いず
れも40代）の二人が孤立死した事件をきっかけに行わ
れたものである．ハイリスク調査は大きく２つの研究
から成り，その一つに，全日本手をつなぐ育成会の会
員である知的障害者の親や事業所に呼びかけて知的障
害者を含む世帯の孤立死等のハイリスク状態にある事
例を収集し，これをもとに３つのハイリスク世帯類型
を示したものがある．それぞれ事例を挙げつつ世帯類
型を示す．
①単身世帯
事例１：知的障害者の単身世帯．相談支援専門員のみ
が服薬管理で自宅に支援に入っていたが，訪問時に応
答がなく，その日のうちに電話で確認をしたが連絡が
とれなかった．翌日，別居のきょうだいが，本人が自
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宅で倒れているのを発見．脳卒中であり，発見の12日
後に死亡した．
②「ひとり親＋子」世帯
事例２：高齢の母と本人からなる世帯．本人はサービ
スを利用していなかった．高齢の母が高齢者のデイサー
ビスを利用していたが連絡がとれなくなり，ケアマネ
ジャーが行政や親族を伴って自宅に入った時には母が
死後１か月となっており，本人はどうしたらよいかわ
からず放浪していた．
③「家族同居だが世帯全体に弱さがある」世帯
事例３：通所施設に在籍する本人，認知症が疑われる母，
離婚後に自宅に戻ってきた姉の３人世帯．長く在宅生活
が続き40歳代になって通所施設利用を開始したが姉に独
特の考えがあって通所できておらず，家庭で劣悪な養護
状態が継続している． 
なお，これら世帯類型のうち，①単身世帯では生活
保護のケースワーカーや相談支援事業所，障害福祉サー
ビスなどのサービスに結びついていて，危機的な状況
になる前に介入が行われるケースが複数あった一方で，
②「ひとり親＋子」世帯では孤立死を含むハイリスク
状態に陥った事例が比較的多く報告された．また，介
入については次章の社会的孤立への対応の中で詳細に
述べるが，②「ひとり親＋子」世帯や③「家族同居だ
が世帯全体に弱さがある」世帯では介入の難しさが指
摘された．
（２）様々な状態像
上述の調査は知的障害者のいる世帯の構造を中心と
したものであったのに対して，より広く地域で社会的
孤立の状態にある障害者の状態を推測できる調査とし
て，さいたま市の各区支援課及び相談支援事業所が把
握した，支援につながらず訪問支援の必要性があると
思われる147事例に関する調査（以下，さいたま市調査）
の再分析がハイリスク調査報告書に所収される．事例
に関する記述のテキストマイニングによる因子分析で
は，①生活保護受給者を含む生活困窮，②知的障害が
あり家族同居だが家族機能の低下，③通学・通所・就
労などが継続しない，④単身で，かつ別居の兄弟姉妹
がおり，日中活動につながっていない，⑤介護保険制
度や学校等といった制度間の橋渡しに課題がある，⑥
在宅の精神障害者で通院等の医療面での課題があり病
状が不安定，等が示された．また，147事例中の課税世
帯は48.0%と約半数にのぼっていた．このことからは，
生活困窮に留まらない様々な状態像の障害者に社会的
孤立が起きる可能性が示唆される．
（３）支援や関わりによる分類
前述の横浜市報告では，地域における支援や関わり
の現状から対象者を整理し，地域における様々な対象
者を，支援や関わりの現状により４層の構造で整理した
（2012:23）．すなわち，①専門的なサービスを受けてい
る，②地域における定期的な訪問等を受けている，③支
援が必要だが，専門的なサービスや定期的な訪問等につ
ながっていない，④地域，行政との関わりがない，の４
層である．この分類では，支援や関わりの度合いが，最
も高い①から最も低い④に向かって減少することを意味
する．
横浜市報告からは，さいたま市調査が把握を試みた
対象者は，横浜市報告の枠組みでの③，すなわち支援
が必要だが，専門的なサービスや定期的な訪問等につ
ながっていない者であったことが改めて浮かび上がっ
てくる．
なお，横浜市報告の④地域，行政との関わりがない
層については，障害者をその対象者として考えたとき，
障害者としての資格手続きの有無により二分して考え
ることが適当であると考えられる．すなわち，a.障害者
としての資格認定手続きを経ているが地域や行政との
関わりがない者と，b.そもそも障害者としての資格認定
手続きを経ていない潜在的な障害者，と分けて考える
べきであろう．
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全国の障害者数787.9万人２）のうち障害福祉サービス
の実利用者は69.6万人３）でその割合は約8.8%と，サービ
スにつながる障害者はごく一握りである．また，さい
たま市全域での相談支援事業所への相談件数では，全
く新規での相談が過去５年間で継続して1,000件を超え
ている４）ことからも，a.障害者としての資格認定手続き
を経ているが地域や行政との関わりがない者の存在を
裏付られる．
また，b.そもそも障害者として資格認定手続きを経て
いない潜在的な障害者については，非行犯罪行為のある
障害者に関する調査研究及び高齢知的障害者に関する調
査研究，あるいはホームレス支援に関する実態等からそ
の存在が推測される．大村ら（2014）は刑務所や少年院
といった矯正施設を退所した障害者への支援経験の高い
相談支援事業所や地域生活定着支援センターに対する77
事例調査により，それら機関における支援について３段
階のモデルで整理し，その初期段階では「当面の生活の
場」「医療」とともに「障害者としての資格手続き」，す
なわち障害者手帳の取得やサービス受給者証の発行等の
支援が行われることを示した．このことは，矯正施設を
経て障害福祉の専門支援機関につながるまでそうした手
続きに乗っていなかった者が存在することを意味する．
また，谷口（2015）は，２市の特定区域における65歳以
上高齢者の悉皆調査から，高齢者人口に占める高齢知的
障害者の比率が0.64%であり，厚生労働省推計0.23％の約
３倍にのぼり，全国で復元すると12.3万人が未把握の状
態であることを示した．さらに，ホームレス等の人々の
中に知的障害と思われる人がいて，支援に接する機会が
ないまま社会的に孤立している状態となると井土（2013）
が述べている．b.の潜在的な障害者の存在はこれらを踏
まえて指摘することができる．
（４）小括
以上から，社会的孤立状態にある障害者像について
まとめると，その支援や関わりでは①専門的なサービ
スを受けている，②地域における定期的な訪問等を受
けている，③支援が必要だが，専門的なサービスや定
期的な訪問等につながっていない，④障害者としての
認定手続きは経ているが地域や行政との関わりがない，
⑤潜在的な障害者，という５層の構造による理解が可
能であるとともに，③支援が必要だが，専門的なサー
ビスや定期的な訪問等につながっていない者に焦点を
当てると，さいたま市の調査が示すように生活困窮者
に留まらない様々なタイプが存在する可能性が示唆さ
れる．さらに，高齢者福祉領域での社会的孤立の焦点
が一人暮らしの高齢者であるのに対し，障害者世帯で
は，ハイリスク調査が示すように「ひとり親＋子」世
帯や「家族同居だが世帯全体に弱さがある」世帯といっ
た，単身世帯にとどまらない世帯で社会的孤立が起こ
る可能性があることが指摘できる．
Ⅲ　障害者の社会的孤立に対応する
プロセス及び実施者と制度・施策
１．対応のプロセス
これまで，障害者の社会的孤立の状態像について概
観してきたが，それではこうした社会的孤立への対応
についてはどのような枠組みで考えられるだろうか．
高村ら（2011）は墨田区における高齢者の見守り活
動の実践から，孤立している高齢者の「発見」と「実
態把握」を行う地域の拠点として高齢者みまもり相談
室を捉える．また，ハイリスク調査では，さらに「介入」
というプロセスを加え，地域における孤立死等ハイリ
スク世帯への対応には「発見」「危機のキャッチ」「介
入」の３段階があるとした．ここでの「発見」とはリ
スクを潜在的に抱える人や世帯についてその存在を関
係機関が気づく段階，「危機のキャッチ」とは何らかの
危機が生じたときにそれに気づく段階，「介入」とは介
入の判断を行い実際に介入する段階をそれぞれ意味す
る（2013:130-133）．以下ではハイリスク調査の３つの
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対応プロセスに従って検討してゆくこととする．
２．対応の実施者
障害者の社会的孤立について，その対応の実施には
誰が当たるのか．
国は都道府県等に対し2012年に「地域において支援
を必要とする者の把握及び適切な支援のための方策に
ついて」を通知し，支援を必要とする者の把握のため
の関係部局・機関との連携体制の強化を徹底するよう
求めた．ここでの把握・支援の対象者は生活困窮者，
高齢者，障害者，児童を含めた地域において支援を必
要とする者全般が想定されており，そのうえで，障害
福祉主管部局に対しては，相談支援事業者，障害福祉
サービス事業者，障害児・者関係団体，民生委員等と
の連携を求めた．このように，支援を必要とする者の
把握や対応には多様な実施者が想定される．このこと
は野崎（2014）も示しており，全国の見守りのしくみ
づくりの試みとして，「行政機関や社会福祉協議会によ
るもの，地域包括支援センターと核にしたもののほか，
自治会等住民組織が独自に行っているもの，警備会社
やライフライン事業者等が商品化しているもの」のほ
か，東京都で2010年から展開される見守り専門部署と
してのシルバー交番事業，大阪府が2004年度から実施
するコミュニティソーシャルワーカー配置促進事業を
挙げている．
さらに，横浜市報告では，①専門的なサービスを受
けている層と②地域における定期的な訪問等を受けて
いる層については専門的な見守りが対応するとともに，
それに加えて③支援が必要だが，専門的なサービスや
定期的な訪問等につながっていない層，④地域，行政
との関わりがない層も含め，①～④すべての層に対す
る「日常生活の中で，さりげなく様子をうかがう」緩
やかな見守りで対応する必要があるとしている．
さらに，そもそも障害者として資格認定手続きを経
ていない潜在的な障害者については，非行犯罪行為の
ある障害者やホームレスなど，主流の地域社会から外
れて周辺化した状態であると考えられ，地域社会から
見えづらくなっていることが想定される．そうした対
象を発見して支援ニーズを見出すような，アウトリー
チを行う機関も社会的孤立への対応では重要となる．
これらから，①専門的なサービス提供者，②地域包
括支援センターや障害者の一般相談支援事業，あるい
はコミュニティソーシャルワーカー等，③ボランティ
ア・当事者団体・民生委員といった住民側の個人・団体，
④周辺化した人へのアウトリーチ実施機関，⑤社会福
祉に特化しない一般的なサービスである警備業者やラ
イフライン業者，に大別することができる．
３．対応に関する制度・施策とその課題
さて，対応のプロセスである「発見」「危機のキャッチ」
「介入」について，これら５種類の対応の実施者は，そ
れぞれがすべてを担っているわけではないだろう．例
えば，「危機のキャッチ」を担うであろう⑤社会福祉に
特化しない一般的なサービスである警備業者やライフ
ライン業者による対応では「危機のキャッチ」を担い，
「発見」「介入」には対応しないと考えられる．
以下では，⑤一般的なサービスである警備業者やラ
イフライン業者を除いた４つの対応の実施者について
障害分野における制度・施策的背景を確認しつつ，「発
見」「危機のキャッチ」「介入」の３つのプロセスに着
目してその取り組み状況と課題を概観してゆくことと
する．
（１）専門的なサービス提供者
障害者が利用する専門的なサービスの多くは障害者総
合支援法に基づいたものである．このサービスには，市
町村が実施し原則として国が1/2の補助を行う自立支援給
付と，市町村及び都道府県が地域の特性や利用者の状況
に応じて柔軟な形態で実施する地域生活支援事業がある．
前者の自立支援給付のうち，居宅介護，重度訪問介護等
の訪問系サービス，療養介護，生活介護，短期入所，重
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度障害者等包括支援等の対人福祉サービスを介護給付と
いい，指定特定相談支援事業者によるサービス等利用計
画の作成及び支給決定後のモニタリングによりケアマネ
ジメントが行われる．また，介護給付以外の自立支援給
付には，自立訓練，就労移行支援，就労継続支援，共同
生活援助といった訓練等給付，自立支援医療や補装具の
支給がある．後者の地域生活支援事業には，福祉ホーム，
訪問入浴サービス，日中一時支援等といった任意事業と，
理解促進研修・啓発事業，相談支援事業，意思疎通支援
事業，手話奉仕員養成研修事業，移動支援事業といった
必須事業とがある．
なお，障害福祉サービスに特化しない福祉サービス
の活用の例として，社会福祉協議会が実施する日常生
活自立支援事業があり，具体的には単身生活等の障害
者の日常的な金銭管理等が行われる．
こうした障害福祉サービスは，障害者の地域生活を
可能にするための施策として，障害者基本計画により
政策的に実施されてきた．そして，資源が拡充された
ことで，障害者に対して上記のような専門的なサービ
スを提供することが可能となり，単身生活の様々なリ
スクをカバーしてきたと考えられる．その一端を示す
のがハイリスク調査の結果である．単身知的障害者で
は多くの事例で専門的なサービス提供が行われ，そう
した専門的な支援を提供する機関が「危機のキャッチ」
を行い「介入」することで危機に至らずに済んだ事例
も複数報告されている．単身生活をする時点で地域生
活上でのリスクが生じうる存在であるということが「発
見」されているからこそサービス提供が行われている
とも考えられ，この点は単身高齢者と大きく異なると
考えられる．
それでは，こうした専門的なサービス提供が行われ
ている対象であれば即ち社会的孤立が起きないのかと
いうと，そうとも限らない．高齢分野では介護保険が
導入されて以来，相談・支援体制のシステム化が進めら
れてきたが，サービスの制度化やシステム化だけでは
カバーしきれない人々が存在することは小林（2011:322）
が指摘しており，障害分野でも同様のことが起きてい
るといえるだろう．ハイリスク調査で示された以下の
事例にあるように，専門的な支援が入っているにもか
かわらず「危機のキャッチ」や「介入」が行われず危
機的な状況に陥る事例が紹介されており，ここからは，
専門的な支援を提供していることで孤立死等のリスク
の軽減にはつながるものの，必ずしも孤立死等のリス
クへ完全に対応できるわけではないことが窺える．
事例４：「危機のキャッチ」が行われず危機的な状況に
陥った事例．父と障害のある学齢の子ども２人の３人
世帯．夏休み期間に子どもたちがショートステイ利用
をしており，その利用料負担が重いと父が行政機関に
伝えていたが，危機として受け止められず特段の介入
がなく無理心中に至った．
事例５：「介入」が行われず危機的な状況に陥った事例．
高齢の両親と本人の３人世帯．両親は本人のケアを十分
に行えず，通所施設が支えながら本人の生活を立て直し
てきた．本人がインフルエンザと思われる感冒に罹った
折に家族が受診支援や適切な看病を行わず，通所施設の
職員が訪問したときには心肺停止状態で発見された．
また，ハイリスク調査で示された以下の事例６のよう
に，それまで専門的なサービスを利用していた者が何ら
かの理由でサービス利用を中断することがあるが，その
ような場合に，社会的孤立のリスクがある存在として，
専門的なサービス提供機関以外の対応実施者に伝わるこ
とは稀である．専門的なサービスを利用しなくなった場
合にはその障害者の計画相談を担当していた指定特定相
談支援事業所の相談支援専門員が，一般相談支援または
基幹相談支援センターに情報提供を行うなどの方法で引
き継ぎを行うことが重要となると考えられる．
事例６：親の介護のため作業所を辞めることによりサー
ビスと切れる．親が亡くなった後もサービスが入らな
いまま一人暮らしをしており，ある日，風呂で死亡し
ているのを兄が発見した．
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（２）地域包括支援センターや障害者の一般相
談支援事業，あるいはコミュニティソー
シャルワーカー等
地域包括支援センターがもつ総合相談支援業務では
住民の各種相談を幅広く受け付けることとされており，
染野（2015）が報告するように地域包括支援センター
では高齢者へのアウトリーチ実践が行われる．こうし
た地域を基盤とした相談支援は，障害者福祉領域では，
障害者総合支援法に位置付けられる地域生活支援事業
の市町村の必須事業である一般的な相談支援として
行っていて，市町村の直営の場合と，事業者に委託し
て実施する場合とがある．また，総合的な相談支援を
行うための基幹相談支援センターを置くことができる．
ハイリスク調査では，以下のように相談支援事業が
自ら安否確認を行うような事例が報告されている．
事例７：単身の知的障害者が，相談支援事業所の行う
定時訪問に応答せず，鍵が開かずに危機を感じたため，
行政への連絡，行政から親族への連絡，警察と消防へ
の通報を行って，宅内に入り安全の確認を行った．
このように，一般的な相談支援事業は，専門的なサー
ビスにつなげる前の段階での対応も含めて様々な相談
に応じており，その中で「危機のキャッチ」や「介入」
を行っていると考えられる．日本相談支援専門員協会
の業務実態調査（2014）によれば，相談支援事業の１
年間の相談実人数は平均173件，82.6%が対応困難事例
の経験があると回答しており，その割合が30％未満と
回答した事業所は累積で6割を超えていた．
しかしながら，「発見」にあたる活動については上記
の業務実態調査では把握されていない．つまり，地域
で暮らす生活にしづらさがある障害者の「発見」が業
務としてあまり意識されていないことが窺える．その
理由としては，地域包括支援センターとは異なり明確
に担当の地理的範囲が区切られていない，全国で2,693ヶ
所と地域包括支援センター（支所含む）の４割に満た
ない設置数であるため担当区域が相対的に広い，保健
師等が配置されておらず地域における保健サービスと
の連携が行われづらい，民生委員等の住民側の個人・
団体との連携があまり意識されていない，といったこ
とが挙げられるだろう．
なお，相談支援事業を中心として「発見」「危機の
キャッチ」「介入」を積極的に行う動きも一部で見られ
る．前述したさいたま市では，各区支援課及び相談支
援事業所が，支援につながらず訪問支援の必要性があ
ると思われる事例を調査した平成22年以降，その取り
組みを継続して「つながり支援」として展開し，関係
機関の協議により介入を行っている．また，全国手を
つなぐ育成会連合会は，障害のある人のいる世帯のハ
イリスク状態を確認するチェックリストを作成しホー
ムページで公開しており，自治体向けの簡易的なチェッ
クリストと，相談支援事業所等を想定した詳細なチェッ
クリストとが用意されていて，「発見」に役立つツール
と考えられる．
一方，コミュニティソーシャルワーカーによる支援で
は「発見」できるケースの質が相談支援事業を中心と
したものとは異なる可能性が指摘できる．田中ら（2015）
によると，コミュニティソーシャルワーカー 408人から
回答を得た調査では、支援対象は障害者世帯は高齢者
世帯に次いで多い結果であったが，支援対象者の孤立
の原因は「精神疾患による支援拒否」「パーソナリティ
からくる支援拒否」「認知症による支援拒否」「本人と
家族の軋轢」の順であった．さいたま市の事例調査に
見えるような社会的孤立状態にある障害者の様々な状
態像，あるいは本稿で挙げたハイリスク調査での収集
事例で見られるような社会関係から切れてゆくような
事例は顕著でない．つまり、地域住民の側が対応に困る，
あるいは外形的に困難さが見えやすいようなケースが
コミュニティソーシャルワーカーに持ち込まれること
で「発見」に至る可能性があるといえる．
（３）ボランティア・当事者団体・民生委員と
いった住民側の個人・団体
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社会的孤立状態にある障害者に対応するボランティ
ア・当事者団体・民生委員等の住民側の組織・団体には，
民生委員法と児童福祉法により配置される地域のボラ
ンティアである民生委員・児童委員のほか，障害者や
家族が有する経験や情報を活かした当事者・家族の目
線にたった相談援助を行う，身体障害者福祉法及び知
的障害者福祉法に基づく身体障害者相談員・知的障害
者相談員といった制度がある．また，障害者を中心と
した親が組織する家族会，生活協同組合や社会福祉協
議会等を基盤としたボランティア等がある．
専門的なサービス利用だけで社会的孤立を完全に防
ぐことはできず，一般相談支援事業で「発見」の活動
が低調であり，またコミュニティソーシャルワーカー
は社会関係から切れていくような多様な社会的孤立状
態にある障害者を「発見」しづらいことから，こうし
た地域でつながりのある個人・団体が，孤立した状態
の人の「発見」や「危機のキャッチ」を行うことには
期待が持たれる．その反面，当事者は必ずしもそうし
た「発見」「危機のキャッチ」を希望しているわけでな
いことに留意が必要である．2012年の姉妹孤立死事件
を受けてサービスを利用していない在宅の知的障害者
に行った札幌市の調査では，68%が民生委員への情報提
供について「知ってほしくない」，81%が民生委員の訪
問について「来てほしくない」と回答している．
なお，「危機のキャッチ」の面で住民による見守りを
展開する例として，横浜市社会福祉協議会が実施する
「横浜市障害者後見的支援制度」がある．これは，障害
福祉サービスを提供する社会福祉法人等を障害者後見
的支援制度運営法人と位置付けて，希望者に対して「あ
んしんキーパー」と呼ばれる地域の協力者による見守
りを行うものである．また，東京都手をつなぐ親の会
のモデル事業として複数の下部団体により2014年度か
らMAPS（みまもり・あんしん・パートナーズ）等の
見守りサービスが始まっている．
（４）周辺化した人へのアウトリーチ実施機関
周辺化した人のアウトリーチの一つに，刑事司法と
福祉の連携により行われるものがある．2010年前後か
ら矯正施設と福祉の支援とをつなぐ地域生活定着支援
センターが設置され，また刑務所・少年院への社会福
祉士等ソーシャルワーク専門職の配置が行われること
によって，障害者（疑い含む）や高齢者であって非行
犯罪行為があり矯正施設に入所した者について，保護
観察所の特別調整により福祉の支援へとつなげるよう
になった．矯正施設退所後に特段の支援がなく生活の
しづらさから再犯に至る「回転ドア現象」と呼ばれる
ケースが多く報告されていたことから，当該ケースを
「発見」して支援につなぐための制度といえる．また，
被疑者被告人段階の障害者に対して，弁護士が社会福
祉士と連携し，更生支援計画を作成して裁判に臨むと
ともに判決後の支援につながる例もある．さらに，東
京地方検察庁など一部の捜査機関では被疑者段階で障
害者であることが判明した場合に起訴せずに福祉の支
援につなぐといったことも行われている．
一方，ホームレス等については，救護施設やホーム
レス支援団体等によるアウトリーチ活動が行われ，そ
こで「発見」された障害を疑われる人たちに障害福祉
サービスを利用させる場合には専門的なサービスにつ
なぐこととなるが，障害福祉サービス提供者等が自ら
アウトリーチ活動を行うことはほとんど報告されない．
Ⅳ．結論と今後の課題
これまで述べてきた障害者と社会的孤立に関する文
献検討によるポイントは以下のとおりである．
・障害者世帯では「ひとり親＋子」世帯や「家族同
居だが世帯全体に弱さがある」世帯といった，
単身世帯にとどまらない世帯で社会的孤立が起
こる可能性がある
・社会的孤立状態にある障害者像についてまとめる
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と，その支援や関わりでは①専門的なサービスを
受けている，②地域における定期的な訪問等を受
けている，③支援が必要だが，専門的なサービス
や定期的な訪問等につながっていない，④障害者
としての認定手続きは経ているが地域や行政との
関わりがない，⑤潜在的な障害者，という５層の
構造による理解が可能である
・③（支援が必要だが，専門的なサービスや定期的な
訪問等につながっていない者）に焦点を当てると，
生活困窮者に留まらない様々なタイプが存在する
可能性がある
・対応のプロセスの枠組みとして「発見」「危機の
キャッチ」「介入」の３段階が考えられる
・対応の実施者として①専門的なサービス提供者，②
地域包括支援センターや障害者の一般相談支援事
業，あるいはコミュニティソーシャルワーカー等，
③ボランティア・当事者団体・民生委員といった
住民側の個人・団体，④周辺化した人へのアウト
リーチ実施機関，⑤社会福祉に特化しない一般的
なサービスである警備業者やライフライン業者，
が考えられ，対応の実施者は必ずしも対応のプロ
セス「発見」「危機のキャッチ」「介入」を全て担っ
ているわけではない．
地域における包括的な支援に障害者を含めて考えるた
めの基礎的な資料として，障害者の社会的孤立とその対
応に関する文献から，地域で生活する障害者の社会的孤
立の実態と対応の一端を示した．今後は，既に行われる
見守り事業の業務分析や，対応のプロセス「発見」「危
機のキャッチ」「介入」について実施者間での分担・連
携の実態解明など，より実証的な研究が求められる．
注
1）2015年度全国社会福祉教育セミナー緊急企画「厚生労働省
プロジェクトチーム「福祉の提供ビジョン」をどう読むか」
における仁木立の資料による．
２）障害者白書（平成27年度）
３）「障害福祉サービス、障害児給付費等の利用状況について」
（厚生労働者）
４）さいたま市コーディネーター連絡会議の会議資料
を入手し参照した．
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